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『複合運送証券に関する一考察」
ー荷為替決済と複合運送証券
の取り扱い方を中心として＿
?
田友之
はしがき
近年， ドア・ツウ・ドアサービスとして複合一貫運送は，実業界などから
注目をあび， ランドブリッジという形で発展してきた。なぜならば複合一貫
運送は，コンテナを通し運送へ導入することにより，コンテナと通し運送の
メリットを生かし，両者のデメリットを補い合う，理想的な運送形態である
といえるからである。
すなわち， この運送形態は， コンテナ運送のメリットである荷役費の節
減，運送時間の短縮，運送費の削減，包装費の節約および盗難，抜荷危険の
減少等，ならびに通し運送のメリットであるドア・ツウ・ドアの迅速性，経
済性等を同時に実現することを可能とした。それゆえ，二つ以上の異種運送
手段の有機的結合による， ドア・ツゥ・ドアの迅速，安全かつ能率的な複合
一貫運送が実施できることになったといえるであろう。
このようにドア・ツゥ・ドアの複合一貫運送形態が確立されると，荷送人
は，単一の運送人，いわゆる複合運送人 (CombinedTransport Operator) 
と複合運送契約を締結し，複合運送人から複合運送契約の証拠として一貫運
送中の責任などを規定した複合運送証券(CombinedTransport Document) 
の発行を受け，海上，陸上およぴ航空の異なる運送手段を結合したドア・ツ
ゥ・ドアサービスを享受できるようになる。
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したがって貿易取引において， 売買当事者が複合一貫運送を利用する場
合，その当事者は，複合運送証券自体の内容や取り扱い方，およびその証券
と決済の関係などについて，広範囲にわたって関心を持ち，注意を払わねば
ならないであろう。
それゆえ本論では，売買当事者の立場から，特に複合運送証券の意義や取
り扱い方，およびその証券と決済の関係に焦点を絞って考察を行い，複合運
送証券の内容については割愛し，別の機会に譲ることにする。
I 複合運送と複合運送証券
(1) 複合運送証券に関する統一規則の必要性
荷送人が単一の運送手段を利用する場合，その運送は国際条約などにより
(1) 
規制される。したがってその運送の場合，各条約あるいはそれに基づく各国
国内法により運送人の責任などは明確に規定されている。しかし複合運送人
により発行される複合運送証券は， 個々の複合運送人が定めた約款に応じ
て，その証券のもとにそれが負う責任の内容は千差万別となる。このため複
合運送証券の利害関係者は， 取引に際しその証券の各約款を精査しなけれ
(2) 
ば，その証券で複合運送人が負う責任の輸郭を明確にすることができない。
このようなことは，取引関係者にとって非常に煩わしく，特に銀行の立場か
らすれば荷為替信用状による決済に際して，その証券の担保力について疑い
(3) 
がかかるであろう。またこのような担保性に問題がある証券を入手した輸出
者にとっても，不利益な書類であることはいうまでもない。
複合運送証券の発行とは，法的には運送責任の一元化の結果として表われ
(4) 
る事実であり，運送責任の一元化と表裏一体の関係にある。それゆえ荷送人
は，複合運送人より運送責任の一元化が計られた複合運送証券を必要とする
ことはいうに及ばず，銀行などの金融機関がその証券を引き受けてくれるよ
うな担保性を有する証券を希求する。
このようなことから，複合運送人の責任について国際条約あるいは国際規
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則の必要性が唱えられ，それらの作成が試みられてきた。すなわち，複合運
送人の責任などを定めた国際条約または国際規則の主要なものとして，国際
商業会議所 (InternationalChamber of Commerce ; ICC)により作成さ
れた1975年複合運送証券統一規則 (UniformRules for a Combined 
Transport Document)〔以下， CTD統一規則と呼ぶ］や国連貿易開発会議
(United Nations Conference on Trade and Development; UNCTAD) 
により作成された1980年国際複合物品運送条約 (Conventionon Internat,-
ional Multimodal Transport of Goods)（以下，複合条約と呼ぶ］が採択
されるに至った。
(2) 複合運送証券統一規則の意義
CTD統一規則といい，複合条約といい， 両者とも複合一貫運送に適用す
るために作成されたJレールである。しかし両者は作成者が異なり，根本的に
(5) 
相対立する Jレールであるといえる。前者は， TCM条約案が先進諸国と発展
途上諸国との対立のあおりを受けて廃案になり，新しい複合条約案の早期成
立を期待できないとの判断により，複合運送における取引のために異種多様
の書類が出回るような商取引上好ましくない方向に事態が発展することを避
けるため，国際商業会議所が受け入れられ，かつ広く隠められる複合運送証
(6) 
券を規制する一連のミニマム． Jレールを作成したものである。 このよ，うに
CTD統一規則は，民間機関の手により作成されたこともあり， 商取引およ
び金融業界のニーズに合致したものであるといえる。
一方後者は， UNCTADの場で作成されたこともあり，実務上のニーズに
(7) 
十分応じた内容のものとはいいがた＜，実際界からの評判は余りよくない。
なぜならば，複合条約は，複合一貫運送契約を従来の単一運送手段を利用し
た運送契約と全く別個の新しい運送契約であるととらえ，個別運送契約に適
用された法規を一切無視し，全く新しいJレール（いわゆるユニフォーム・シ
ステム）を作成したからである。したがって本条約は，実際界から不評であ
るばかりでなく， 多くの国がこの条約を支持しがたい旨の表明を行ってお
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り，本条約が近い将来， 30カ国の批准を受け，効力を有するようになること
(8) 
は困難であろう。
以上のようなことから，複合一貫運送が行われる場合，任意規則ではある
が CTD統一規則が採用され，それに則って複合運送証券が発行される場合
が多いと考えられる。
また本規則に準拠することを明示していない場合であっても，本規則と類
似する内容の約款が，その証券面に定められることが多いであろう。なぜな
らば，仮りに複合運送証券が本規則に準拠して発行されていない場合であっ
ても，本規則に準拠した場合と同様，複合運送証券は，貨物の受取地から指
定引渡地まで二つ以上の異種運送手段による複合運送を証明するだけでな
も同証券の発行人である複合運送人による貨物の受取りを証明し，かつ運
送契約の内容についての証拠となるほか権利証券 (Documentsof Title), 
すなわち有価証券としての性格を兼ね備えたものでなければならないし，国
際物品取引における流通証券としての機能，具体的には荷為替決済の担保と
しての機能と便益とを荷主に与えるために発行されたものでなければならな
(9) 
いからである。
(3) 複合運送証券統一規則と複合運送証券
CTD統一規則は， 複合運送証券の必要最低限の要件を定めたもので，従
来の運送諸法規と異なり，どちらかといえば複合運送人よりむしろ利用者で
ある荷主側に有利なように起草され，さらに銀行との荷為替取引の関係を考
(10) 
慮しているところにその特徴がある。
具体的には本統一規則は， 総則， 定義， 流通可能の書類， 流通不能の書
類，複合運送人の義務と責任，当事者の権利および義務，減失または損傷に
対する責任（減失または損傷が生じた運送区間が判明しない場合および判明
する場合に適用される規則）， 遅延に対する責任，雑則， およぴ出訴期間の
計19カ条から成立しており，以下で本規則の眼目について述べていきたい。
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i)任意規則
CTD統一規則は， それ自休複合運送人および荷送人などに強制力を有す
るものではないが，それらの者が本統一規則に準拠しようとする場合には，
複合運送契約の成立を証明した複合運送証券のなかにその旨を明示すること
により，その規則に法的効力が具備されることになるであろう。
i)ネットワーク・システム (NetworkSystem)の採用
減失または損傷が生じた運送区間が判明しない場合を除いて，複合運送人
が一貫運送中の貨物の減失または損傷に対して有する責任は，いかなる方法
で負わされるのかが問題となる。換言すれば，複合運送過程の特定の運送区
間，たとえば海上運送の途中に事故が発生した場合，複合運送人の責任は，
海上運送に関する国際条約やそれに基づく国内法により決定されるのか，ぁ
るいは複合運送契約という性質上全く別個の規則に準拠するのかという問題
(ll) 
が生じる。
具体的にこの問題は，ュニフォーム・システム (UniformSystem)とネ
ットワーク・システムという二つの責任原則の対立という形で表われる。
複合運送中のどの時点でいかなる減失または損侮が生じようとも，複合運
送人が荷主に対し貨物の滅失または損偏の賠償を行うことを定めたユニフォ
ーム・システムは，別名全運送区間対荷主単一責任・同一責任原則とも呼ば
れ，荷主や銀行などの複合運送証券の所持人の立場からすれば，理想的な責
任休系原則であるといえる。しかし，複合運送人が，厳格責任あるいは過失
責任を内容とするユニフォーム・システムを採用する場合には，複合運送人
は複合運送中の貨物の減失または損傷に対するリスクを負担することにな
(12) 
る。このため複合運送人は，責任保険を付保することによる保険コスト増大
分を運送費に転嫁することになるため，通し運送費は上昇し，複合運送のメ
リットの一つであるはずの格安な通し運賃の設定と矛盾する結果となる。
一方， CTD統一規則で採用されたネットワーク・システムでは，ユニフ
ォーム・システムに見られる矛盾は生じない。 ネットワーク・システムで
は，複合運送人は，全運送区間対荷主単一責任・各区間異種責任原則を負い，
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特定の運送区間で生じたことが明らかな減失または損傷については，その運
送方法に関する既存の秩序のうち強制法としての性格を有する国際条約また
は国内法の援用を認め，他方そのような法制が存在しない運送区間の場合と
いずれの運送区間で生じたのか明らかでない減失または損傷 (Concealed
(13) 
Damage)の場合とに備え， 新たな責任原則を別個に用意するものであり，
CTD統一規則の重要な特徴の一つである。
ii)責任制限額
CTD統一規則は， 貨物の減失または損傷が生じた運送区間が明らかでな
ぃConcealedDamageの場合，および事故発生区間に対して援用すべき強
行法規たる国際条約などが存在しない場合のために，別個の責任制限額を設
(14) 
けた。またその責任限度額は，梱包または単位当りの基準を採らず，重量当
りの基準のみを用い，原則として減失または損傷を被った貨物の1キログラ
ム当り30ポアンカレ・フランと規定されている。この金額はヘーグウィスビ
ー・ルールの責任制限のうち，重量当りの基準の方の金額に倣ったものであ
り，その重量のいかんにより，梱包または単位当りの限度額と異なることが
(15) 
あり得る。このために貨物の減失または損傷が， 海上運送中に生じたもの
か，あるいは ConcealedDamageに相当するのかの選定のいかんによって
(16) 
は，責任制限額に差異が生じる。
一方，減失または損傷の生じた運送区間が明らかである場合，当該区間に
ついて適用される国際条約または国内法により，責任制限額は決定されると
されている。またこの場合，責任制限額以外の運送人の責任，免責事由，引
渡遅延， クレームの通知方法，出訴期間などに関しても，国際条約または国
内法に準拠することになる。
iv)遅延に対する責任と出訴期間
CTD統一規則では， 遅延の生じた運送区間が判明する場合，各運送区間
の国際条約または国内法で規定された範囲内で，複合運送人は遅延に対して
. (17) 
賠償責任を負わねばならない。また複合運送証券に記載された期間，あるい
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は複合運送に要する相当な期間の経過後90日以内に貨物が荷受人に引渡され
ない場合，その貨物は減失したものとして取り扱われることが定められてい
茫
出訴期間については，貨物の引渡し日，貨物の引渡しが行われるべきであ
った日，または貨物の引渡し遅延により減失したと推定された日から 9カ月
以内に訴訟の申し立てがない場合，複合運送人は， CTD統一規則に基づく
(19) 
全ての責任から免れるものと規定されている。
V)二形式で発行される複合運送証券
CTD統一規則は， 複合運送証券を流通可能 (Negotiable)およぴ流通不
(20) 
能 (Non-negotiable)の二つの形式で発行可能である旨規定している。
流通可能形式で発行された複合運送証券は，指図式 (ToOrder)または
無記名式 (ToBearer)とし，指図式では裏書 (Endorsement)によって譲
渡可能となり，無記名式では裏書なし（WithoutEndorsement)に譲渡可
(21) 
能となる。
流通不能形式で発行された複合運送証券は，指定荷受人 (NamedConsi-
gnee)を明示し，複合運送人が， その荷受人または荷受人により通知され
た当事者に対して貨物の引渡しを行うと，複合運送人は貨物の引渡し義務を
(22) 
履行したことになる。
このように CTD統一規則で二つの形式の証券を規定した理由は，海上運
送区間およぴ鉄道運送区間では，各々船荷証券 (Bilof Lading; B/L)お
よび鉄道貨物引換証 (RailwayB/L; Way Bil)という有価証券が発行さ
れるので，複合運送証券を流通可能な形式で発行するのは当然であるが，航
空運送では， 航空積荷受取証 (AirWaybill; Airway Bil) は単なる貨物
運送状であり，有価証券ではなく，また原則として記名式であり，かつ非流
通性であり，またトラック運送でも，有価証券ではなく，非流通性であるト
ラック運送貨物引換証 (TruckingCompany B/L)が発行されるため， 複
合一貫運送に対して発行される複合運送証券は，航空およびトラック運送区
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間が含まれる場合を考慮して，流通不能形式をも駆めたといえるであろう。
vi)複合運送人の資格
CTD統一規則は，複合運送人とは， 複合運送証券を発行する者（法人，
会社または法的主休を含む）を意味し，複合運送証券の発行資格を得るに際
し，国内法が許駆可を受けることを要求している場合には，その許駆可を受
(23) 
けた者のみが複合運送人になることができると定義しているが，複合運送人
の資格に関する国際的な統一要件への言及を避けている。
そこで，わが国で現在，複合運送人の資格について明確な定めが法的に存
在しているのかといえば，そのような規定は存在しておらず，複合運送人と
して複合運送業務を行うためには，運送法で定める海運貨物取扱人の届出を
(24) 
するだけでよく，硯状では多くの業者がその業務を行っているようである。
すなわち，わが国の場合，複合運送人として複合運送サービスを提供して
いる者として，①船会社および航空会社が自ら行う運送サービスと，貨物の
仕出地と仕向地の両内陸運送サービスを組み合わせて行う場合（いわゆる
Common Carrier)，③自ら船舶，鉄道，航空機などの運送手段を保有せず，
これらの運送手段を荷主のニーズに合致させて自由に組み合わせる場合（い
わゆる Non-VesselOperating Common Carrier; NVOCC) の二者が挙
げられる。確かに相対的にみて，企業規模，信用力および海外支店網などの
面で船会社は， NVOCCに優っている場合が多いが， 複合運送では船会社
は自社船という足枷から抜けられず， その点で拘束されるものを持たない
(25) 
NVOCCは，非常な強味を発揮することになるといえるかもしれない。
しかしながら，以上のように CommonCarrierであろうが， NVOCCで
あろうが容易に複合運送人となり，複合運送業務を行い得る硯状は，決して
好ましいとはいえないであろう。なぜならば，複合運送人は荷主の貨物を受
取り，仕向地までの複合運送を手配し，複合運送中の一切の責任を負う複合
運送証券を発行．し，原則的に複合運送途中で事故があった場合，貨物の減失
または損傷に対する賠償に応じなければならないので，これらの義務を履行
(26) 
できる信用力を有する者でなければならないからである。
複合運送証券に関する一考察（吉田） （285)25 
それゆえ，今後の健全な複合運送の発展のためには，複合運送人の資格に
ついての法的基準を設け，この基準に則って，複合運送サービスヘの参加希
望業者が，果して複合運送のオーガナイザーとして十分な力量を有している
のかどうかを精査し，この基準を満たす業者に対してのみ，複合運送人とし
て複合運送サービスを提供できる旨の許認可を与えるなどの方策を講じ，複
合運送人の地位を法的に確立させる必要があり，現実に各方面でその努力が
(27) 
行われている。
(1) 既存の運送契約は運送手段により，次の条約により規制される。
海上運送では， 1924年「船荷証券についての若千の規定の統一に関する国際条
約」 (InternationalConvention for the Unification of Certain Rules relating 
to Bills of Lading)［通称，統一船荷証券条約，ブラッセル条約またはヘーグ条
約〕，同条約を改正した1968年「統一船荷証券条約の改正議定書」〔通称，ヘーグ
ウィスピー・ルール］，および国連貿易開発会議(UnitedNations Conference on 
Trade and Development: UNCT AD)の国連商取引法委員会 (UnitedNations 
Committee on International Trade Law; UNCITRAL)により作成された1978
年「国連海上物品運送条約」 (UnitedNations Convention on the Carriage of 
Goods by Sea)［通称，ハンプルグ・ルール〕などがある。
また鉄道運送では，1970年「国際鉄道物品連送条約」 (ConventionInternational 
c@ncernant le Transport des Marchandises par Chemins de Fer; CIM)〔通
称，ベルン条約］があり，西側諸国30カ国が参加している。東側諸国では社会主
義圏連絡運輸規則として1951年「鉄道物品運送条約」［通称， SMGS]がある。
また道路運送では， 1961年「国際道路物品運送条約」 (Conventionsur le 
Contrat de Transport International des Marchandises par Route ; CMR)〔通
称，ジュネープ条約］があり， ヨーロッパ諸国を中心に16カ国が参加している。
さらに航空運送では，1929年「国際航空運送についての若干の規定の統一に関す
る条約」 (Conventionon Unification of Certain Rules relating to International 
Carriage by Air)［通称， ワルソ一条約〕や1955年「1929年ワルソ一条約の改正
議定書」［通称，ヘーグ誤定書〕などがある。
(2) 桜井玲二「複合運送人の責任一国連条約と実務上の証券ー」「海事産業研究所
報」 No.200,1983年2月， 90ペー ジ。
(3) 同上。
(4) 寺前秀一「国際複合一貫運送の将来見通し」「海運」 1983年12月， 12ペー ジ。
(5) TCM条約案は，次のような経過でまとめ上げられた。 1969年3月万国海法会
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(Comite Maritime International ; CMI)の東京総会における「東京Jレー ル」
の主要規定を大部分採用し， それに改良を加えた「国際物品複合運送条約案」
(Projet de Convention sur le Transport International Combine de Mar-
chandises)〔通称， TCM条約定が， 1970年1月私法統一国際協会 (Institute
International pour !'Unification du Droit Prive; UNIDROIT) により作成さ
れた。 その後 1971年11月ヨーロッパ経済委員会 (EconomicCommission for 
Europe; EGE) および政府間海事協議機構 (IntergovernmentalMaritime 
Consultative Organization; IMCQ)の共同作業によって， TCM条約案の再検
討が行われ，最終的に「改訂 TCM条約案」がまとめられた。
(6) International Chamber of Commerce, U戒formRules for a Combined 
Transport Document, I. C. C. Publication NO. 298, 1975. 小原三佑嘉責任邦
訳「複合運送証券に関する統一規則」国際商業会議所日本国内委員会， 1977年，
4~6ペー ジ。
(7) 桜井，前掲論文， 91ペー ジ。
(8) 同上。
(9) （社）日本海上コンテナ協会，最新コンテナリゼーション総覧編纂委員会「最新
コンテナリゼーション総覧」成山堂， 1978年， 451ペー ジ。
なお複合運送証券の性質について，国際商業会議所銀行技術実務委員会の議長
である B.S. Wheble氏は， 1976年1月ロンドンで行われた Documentary
Credits Seminarで次のように述べている。
The combined transport document 
(a) would be required at the outset of the combined transport and would 
therefore need to be one document covering the whole journey from 
start to finish, even although that journey, being a combined transport, 
wonld be likely to include a mixture of road, rail, inland water-way, 
sea or even air transport by different carriers; 
(b) would consequently need to be issued by one carrier, the so-called 
'principal carrier'or'combined transport operator', who, by issuing the 
document would become responsible for arranging the whole'through' 
transport and would also become liable for any loss of or damage to 
the goods during such transport regardless of the stage at which it 
might have occurred; 
(c) would need to be issued at the time the goods entered the'through' 
transport system, i.e., at the time when they were received by the 
'principal carrier'or the'combined transport operator'for despatch, 
rather than at the later time when they might have been shipped on 
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board a named steamer. 
(d) to be equally capable of meeting the needs of one shipper for one 
document when the container was filled only with his goods, and the 
needs of several different shippers, each requiring his own document 
for his own goods, when the. container had been packed with'consoli-
dated cargo', i.e., filled with the combined goods of those different 
shippers. 
(H. C. Gutteridge and Maurice Megrah, The Law of Bankers'Commercial 
Credits, Europa Publications, 6th ed., 1979, p. 94.) 
(10) 小原三佑嘉「国際複合運送秩序に関する技術論的研究ー1980年代の新運送秩序
を模索する一」「海運」 No.601,1977年10月， 25~26ペー ジ。
(11) 桜井，前掲論文， 93ペー ジ。
(12) 同上， 96ページを参照のこと。
(13) 同上， 94ペー ジ。
(14) 同上， 100ペー ジ。
(15) 同上。
(16) 同上。
(17) CTD統一規則第14条
(18) 同第15条
(19) 同第19条
(20) 同第2条(c)項
(21) 同第3条
(22) 同第4条
(23) 同第2条(b)項
(24) 小原，前掲論文， 31ペー ジ。
(25) 鈴木恭明「国際複合輸送におけるフォワーダーの役割り」「海事産業研究所報」
No.214, 1984年4月， 11~12ペー ジ。
(26) 同上， 14ペー ジ。
(27) 詳細は，同上， 11および15ページを参照のこと。
なお他に複合運送業務に対する業者の姿勢については，松浦克巳「NVOCCか
らみた国際複合一貫輸送の課題」「海運」 1983年12月， ジェイムス・ケイゲ「船
社から見た複合一貫輸送」「海運」1983年12年，日本海運集会所「船社系NVOCC
も進出し大混戦」「海運」 1984年8月などで述べられている。
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Il 荷為替信用状決済における複合運送証券
(1) 荷為替手形による決済
貿易取引は，輸出入当事者（売買当事者）はもちろんのこと，船会社など
の運送業者，損害保険会社およぴ為替銀行などをはじめ多くの業者達が関係
して始めて円滑に行われるものである。とりわけ売主にとって重要な条件の
一つである代金決済条件は，円滑な代金回収を可能ならしめるように慎重な
取り決めが必要となることはいうまでもない。
代金決済条件で取り決められる決済方法には多くの方法があるが，一般に
広く利用されているのは荷為替手形 (DocumentaryBil of Exchange)に
よる決済である。
荷為替手形による決済とは，約定品の船積み後当該貨物を証券化した船荷
証券 (Bilof Lading; B/L)を含む船積書類 (ShippingDocuments)を
添付して，売主が為替手形を買主または銀行宛に振り出し，為替銀行に荷為
替を取り組み，代金を回収する方法であり，他の決済方法に比べて売主にと
(28) 
って確実性の高い代金回収方法であるといえるであろう。
なぜならば，買主が為替手形の引受けまたは支払いを行わない場合，買主
は船荷証券またはそれにより表彰された約定品の処分権を獲得することがで
きず，仮りに買主が不当に船荷証券を留置したところで，法的に約定品の所
(29) 
有権は買主に移転したことにはならないと推定されるからである。換言すれ
ば，売主は買主により代金の支払い約束または支払いが行われるまで，船荷
証券またはそれが表彰する約定品の処分権を留保でき，買主により為替手形
の引受けまたは支払いが拒絶された場合でも， 売主は第三者に貨物を転売
し，損害を最少限に食止めることが可能となるからである。
このように荷為替手形による決済は， 売主にとって他の決済方法に比べ
て信頼性のおける方法であるが， さらにこの決済は， 信用状 (Letterof 
Credit; L/C)の有無によって， 信用状なしの荷為替手形決済と信用状付き
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の荷為替手形決済とに大別される。 またこれらの決済方法のいかんによっ
て，為替銀行は，荷為替手形を買主所在の自己の本支店またはコルレス先に.. 
送付し，取り立てを依頼し，代金取立完了後に売主に支払いを行う代金取立....... 
手形による決済 (Bilfor Collection; B/C) の場合と，売主が自己の取引
銀行に荷為替手形を提供すると，銀行が手形を買い取り，直ちに手形金額の........ 
全部または一部が支払われる買為替による決済 (BillsBought; B/B)の場
合との二通りに分けられ， そのいずれによるかは， 手形買取銀行 (Negoti-
ating Bank)が，手形関係者の信用状態，信用状の有無，付属書類の瑕疵，
(30) 
支払地の為替管理その他の条件などを勘案して判断する。
i)信用状なしの荷為替手形による決済
この決済では，輸出者は約定品を船積みすると，当該貨物を証券化した船
荷証券を一部とする船積書類を添付した為替手形を輸入者宛に振り出し，取
(31) 
引銀行に手形の引受けまたは支払いのために荷為替を取り組む。この取引銀
行は，輸入者所在地の本支店あるいはコルレス銀行を通じて荷為替手形を送
付し，輸入者に対して代金の取り立てを行い，その完了後輸出者に対して代
金を支払う。換言すれば，輸出者が売買契約書で取り決めた決済条件通りの
船積書類を整備しているからといって，為替銀行がこの荷為替手形を買い取
り，直ちに代金を支払ってしまった場合，手形買取銀行は，輸入者側の支払
保証がないため，代金回収に対して不安を残すことになり，通常，代金取立
決済に回すであろう。 しかし信用状なしの荷為替手形による決済の場合で
も，為替銀行は，輸出者の信用度が高いときや，輸出手形保険が付されてい
るとき，または輸出者から物的担保を徴収したり，手形買取代金の一部を保
(32)' 
証金として留保したりする場合には，買為替決済を行うであろう。
i)信用状付荷為替手形による決済
このように信用状なしの荷為替手形による決済では，輸入者側の支払保証
がないため，代金取立手形による決済が行われることが多い。そこで輸出者
は，輸入者側の支払保証を得るために，信用状を輸入者側より入手すること
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を要望する。輸出者は信用状を入手することによって自己が振り出した手形
(33) 
の引受けまたは支払いが確実に保証されることになるので，現行ではこの信
用状を荷為替手形に添付して決済する方法が最も広く用いられ，常例になっ
(34) 
ている。
それではこの決済に用いられる荷為替信用状 (DocumentaryCredit)と
は，一体いかなる性質のものであろうか。これについて多種の説明が行われ
(35) 
ているようであるが，大同小異の場合が多く，その一つは次のように述べて
いる。「荷為替信用状とは， 輸入者の代わりに輸出者と直接， あるいは輸出
者所在国の銀行業者を介して，銀行業者（いわゆる信用状発行銀行）が，貨
物に対する権利証券という黙示保証により自行に提供される担保，輸入者に
よる保証金の差し入れあるいは代金の償還保証およぴ手数料を考慮して，代
(36) 
金の支払保証を行ったものである。」つまりこの決済では， 信用状発行銀行
が，輸入者による手形の引受けまたは支払いに関係なく，輸入者に代わり手
形買取銀行に代金を弁済するため，輸出者が信用状条件に合致して振り出し
た手形およびその条件に合致して作成した船積書類を手形買取銀行に提供す
ると，その銀行は荷為替信用状の提供と同時に輸出者に手形金額を支払うこ
とになるのである。それゆえ，荷為替信用状による決済は，輸出者に対して
(37) 
多くの利点を与えるものとなり，輸入者にとっても利点がないではない。
(2) 荷為替手形決済とコンテナリゼーション
従来の貿易取引では，約定品の運送にあたり単一の運送手段（なかでも船
舶）を利用することが多く，輸出者はその実際運送人から発行された船荷証
券を含む船積書類を担保として為替手形に添付し， 為替銀行へ代金の支払
ぃ，すなわち買為替もしくは代金取立による代金決済を求めていた。なぜな
ら，船荷証券は，統一船荷証券条約やヘーグウィスビー・ルールなどにより
国際的に是隠された有価証券であるため，その解釈や取り扱いについてもほ
ぼ統一されており，為替手形の担保たり得る資格は十分に備わっていると考
えられたからである。
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しかしコンテナリゼーションの進展により，二つ以上の異種運送手段を利
用したドア・ツウ・ドアの複合一貫運送が本格的に行われ始め，従来の運送
方法で使用された書類と全く異なる複合運送証券という新しい書類が創成さ
認？それゆえ，この運送証券は，それ自体の性質その発行人の定義や資
格または責任原則，代金決済時の担保性など多くの未確立かつ未知の要素を
含んでおり，国際機開や民間機関が各々この証券に関する諸規定を行い，解
(39) 
釈の統ーを行うべく努力している。
そのなかでも決済面から見た場合，従来の信用状付荷為替手形による決済
に適用される規則，すなわち国際商業会議所により制定され，ほぼ世界各国
の銀行協会および各銀行により批准された「荷為替信用状に関する統一規則
および慣例」 (UniformCustoms and Practice for Documentary Credits) 
〔以下，信用状統一規則と呼ぶJは，従来の運送形態についてのみ規定して
おり，コンテナリゼーションの進展により現われた複合運送証券または積出
書類に対処することができなかった。そこで1974年にそれらの諸点に関する
大幅な改訂が行われ， さらに現在1983年に再訂された新信用状統一規則が
1984年10月1日以降実施されている。
(3) 複合運送証券と信用状統一規則
1962年信用状統一規則では，書類規定のなかに複合運送証券が含まれてい
なかったが， 1974年信用状統一規則では，昨今のコンテナリゼーションによ
る複合一貫運送の進展に対処すべく急逮，書類規定欄が大幅に改訂された。
従来，積出しまたは発送を証明する書類（積出書類） （Documents evidencing 
Shipment or Despatch (Shipping Document)）， 海上船荷証券 (Marine
Bills of Lading)およびその他の積出書類など (OtherShipping Docum-
ents, etc)に分類されていた規定のなかに， 1974年には新たに複合運送証券
(Combined Transport Documents)に関する規定が導入され， 積出しま
たは発送または受取りを証明する書類（積出書類） （Documents evidencing 
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Shipment or Dispatch or Taking in charge (Shipping Documents)) 
という表題のもとに，船荷証券，複合運送証券およびその他の積出書類の三
つの部分に整理して規定された。さらに今回の改訂では，このような分類を
廃止し， 1974年信用状統一規則の積出書類 (ShippingDocuments)を運送
書類 (TransportDocuments)と改め， その細則として 1974年規則のよう
な船荷証券，複合運送証券およびその他の積出書類とした分類規定が放棄さ
れた点が注目に値いするであろう。
i)複合運送証券の受理条件
1. 1974年信用状統一規則の場合
本規則は複合運送証券の受理条件として次のように規定していた。
「a)信用状が複合運送証券，すなわち物品の受取地から指定引渡地までの
少なくとも二つの異なる運送手段による複合運送を定めている書類を要求し
ている場合， もしくは信用状が複合運送を定めている場合，そのどちらの場
合でも信用状に要求された書類の形式および／またはこの書類の発行人につ
いて明記されていないときは，銀行は呈示されたとおりの書類を受理する。
b)複合運送が海上運送を含む場合には．その書類は，たとえそれが記載船
舶への物品の積込みを示していなくても受理され，また物品がコンテナ詰め
の場合には，その書類面に物品が甲板積運送の可能性を示す条項を含んでい
ても，その物品が硯実に甲板上に積込まれている旨を特に明示していないこ
(40) 
とを条件に受理される。」
要するに本規則において，原則として銀行は複合運送証券を正当な提供書
類として受理することが定められたのである。また複合運送過程中に海上運
送を含む場合には，複合運送証券面に貨物の甲板積みが特記されない限り，
その証券は銀行により受理されることが定められている。
さらに複合運送証券では，海上船荷証券と異なり，原則として “OnBoard 
Notation"の必要がなくなった。これは複合一貫運送の性質上，複合運送証
券は， 複合運送人が荷送人から貨物を受取った (Takingin charge)時点
で発行されるべき証券であることを考慮に入れたもので， 妥当な解釈規定
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であったと考えられる。 なぜならば， 海上運送を含む複合運送証券に “On
Board Notation"を必要とするならば， 複合運送人は複合運送証券を発行
しても，実際に貨物が海上運送に移行した段階で “OnBoard Notation” を
取り付けてはじめてこの証券を荷主に交付せざるを得ないであろうし，まし
て複合運送人の所在地と積出港とが遠く離れている場合には， それが “On
Board Notation"を取り付けるのは必ずしも容易なことではないからであ
(41) 
る。また複合運送事務の迅速化および省力化の観点からも，複合運送証券に
関する限り， ‘‘On Board Notation’'は不要とするのが妥当であったであろ
~4:) 
すなわち本規則によって，複合運送証券は，種々の解釈上の相遮が生じた
にもかかわらず，船荷証券同様，荷為替手形の担保書類として有効であると
腿められ，有価証券としての実質的意義が謡められたことになるであろう。
2. 1983年信用状統一規則の場合
既述したように新信用状統一規則では， 1974年統一規則の積出し，発送ま
たは受取りを証明する積出書類 (ShippingDocuments)という見出しを運
送書類 (TransportDocuments)と改め， 細則として 1974年規則のような
船荷証券，複合運送証券およびその他の積出書類という項目別による規定を
廃止した。
このように新規則では，見出しや項目の改訂・廃止が行われたとはいえ，
新規則の規定内容からみると，運送書類という見出しの中に，海上船荷証券
やそれ以外の複合運送証券を含んだ運送書類に関する規定が包括されている
ことは明らかである。・さらに，運送書類全般に適用される第27条(a)項をみる
と，原則として銀行は，貨物の受取りがあった旨 (Takenin charge)また
は船積みのために受領された旨 (Receivedfor Shipment)を明示している
運送書類を受理すると規定されている。したがって本規定により，あたかも
銀行は， 海上船荷証券をも受取船荷証券 (ReceivedBil of Lading)のま
ま受理すると規定しているものと解釈される可能性がある。すなわち，従来
の規則では，銀行は船積船荷証券 (ShippedBill of Lading)または船積追
以(294) 第 30巻第 3 号
記付船荷証券 (OnBoard Notation Bill of Lading) を受理するという，
いわゆる船積原則が貫かれていたが，新規則では，受取原則に変更されたも
のと誤解される恐れがある。
しかしながら，注意を要するのは，第27条(a)項の前半部分の規定，すなわ
ち「第26条と．矛盾しない限り」という箇所であろう。つまり， 第26条(a)項
(i)号では， 信用状が海上船荷証券を要求している場合には，銀行は貨物が
船積みされたことを示す書類を受理すると定められているため，信用状が海
上船荷証券を定めている場合の銀行の書類に対する取り扱いは，従来の規則
と同様であると考えられるであろう。換言すれば，信用状が海上船荷証券を
要求している場合には，新規則でもあくまで銀行は， ‘‘OnBoard Notation" 
の書類でなければ受理しないという船積原則が固守されているといえるであ
ろう。
また新規則では，積換えに関して，銀行は原則として積換えが行われる旨
を明示している運送書類を受理し，たとえ信用状で積換えが禁止されていて
も，銀行は信用状で複合運送証券を定めている場合，貨物の受取地から最終
(43) 
仕向地までの全運送をカバーした運送書類を受理するといった複合一貫運送
に重点を置いた規定が行われている。もちろんこれらの変更は，コンテナリ
ゼーションの進展による運送形態の変化によって生じてきた運送書類の多様
化に適応するための試みであったことはいうまでもない。
また新規則では，信用状で海上船荷証券などを定めていない場合には，第
25条(a)項の規定に合致する運送書類であること，およぴ信用状で海上船荷証
券を定めている場合には，第26条(a)項の規定に合致する船荷証券であること
を前提条件として， 運送書類のクイトルが ‘‘CombinedTransport Bil of 
Lading", "Combined Transport Document", "Combined Transport Bill 
of Lading or Port-to-Port Bill of Lading"のようなもの， またはこれ
らと同趣旨あるいはこれらの組み合せのあるものは，銀行により受理される
(44) 
旨規定されている。しかしながら，信用状で海上船荷証券を要求している場
合，第26条(a)項の規定に合致する船荷証券が提供されれば，銀行は実際上，
複合運送証券に関する一考察（吉田） (295)35 
その証券面に “CombinedTransport Document"とタイトルが記された書
類であっても，受理せざるを得ないとの規定は多少の問題があるのではない
(45) 
だろうか。
また運送条件の一部または全部を当該運送書類自体と別の根拠または書類
を参照することによって示した，いわゆる ShortFormまたは BlankBack 
の運送書類も，第25条(a)項あるいは第26条(a)項の充足を条件に，銀行によっ
(46) 
て受理される旨規定されている。
さらに甲板積みに関しても，運送書類に貨物が甲板積みされている旨，ま
たは甲板積みされる旨の明示がない場合，当該貨物が甲板積みされる可能性
(47) 
のある場合でも，銀行は当該運送書類を受理する旨規定されている。
このように1974年規則では，船荷証券を中心にして，複合運送証券を含む
他の書類を付け足し的規定としていたものが，新規則では，複合運送証券，
船荷証券などを含めた運送書類全体について一括して規定し，例外規定とし
(48) 
て船荷証券に関する規定が設けられたといえる。すなわち，新規則は， 1974
年規則と基本的にさほど変更されているとは考えられず，ただ規定上の重点
の置き方が，従来の規則と変わったにすぎないといえるであろう。
i)信用状統一規則と実務上の問題
1. 運送書類の発行人の資格
以上のように新規則では，運送書類の受理または拒絶に対して明確な規定
が行われた。そのなかに運送書類の基本的要件の一つとして，運送人または
その代理人 (Carrieror his agent)によって発行・署名されることと規定
されているが，この規定で述べられた運送人とは，いったいいかなる者を意
味しているのであろうかという疑問が生じる。なぜならば，通常，銀行は信
用状条件に合致した運送書類であれば，当該書類の発行人がだれであろうと
受理するため，輸入者（信用状発行依頼人）は，原則として銀行が受理した
運送書類を最終的に受理せざるを得なくなるからである。すなわち，輸入者
からすれば，運送書類の発行人は，いかなる者であるのかということが，最
36(296) 第 30 巻第 3 号
大の関心事となる。発行人の資格について，国際条約，国際規則などで一応
の定義は行われているが，その資格の詳細な取り決めについては，いずれの
(49) 
規則でも明確に行われてはいない。
運送書類の発行人はだれであってもよいとはいえ，複合運送の性質上，そ
の発行人は，貨物の仕出地から最終仕向地までの広範囲にわたる運送責任を
一手に引受け，異なる運送手段による一貫運送を手配し，かつ自ら運送を行
うかまたは実際運送人の下請運送などのサービスを調達して運送の全部また
は一部をこれに実行させるのであるから，それ相応の信用と技術能力を有す
る必要があり，また運送中に発生した貨物の減失または損傷についての損害
賠償の支払能力および処理能力も具備した者でなければならないと考えるの
(50) 
は当然のことであろう。
それゆえ新信用状統一規則でも，実質的にこのような見解と同様の考え方
がとられ，運送人は貨物の受取り，発送または船積港から陸揚港または最終
仕向地までの貨物運送に対する責任を引受ける者であるという解釈が行われ
(51) 
ているものと考えられる。
また複合運送人としてフレイト・フォワーダー (FreightForwarder)が
発行した運送書類の受理に関する規定においても， フレイト・フォワーダー
の資格についての明確な定めが行われていないが，その解釈については既に
本文で述べた。
このように新信用状統一規則では，原則として銀行は，運送書類を受理す
ると定めているが，運送書類の発行人の資格については厳密に定めていない
ので，輸入者に運送書類の発行人の信用度に対する不安が生じるのは当然で
あろう。しかし輸入者が，信用状で運送書類の発行人を指定するか，もしく
はその資格を明記するなどの方法を講じることにより，輸入者はこれらの不
安を回避することができるであろうし，実際上このような方法を実行するこ
とにより輸入者は自己の不利を回避している場合が多いであろう。
2. 外国為替および外国貿易管理法（以下，外為法と呼ぶ）との関係
複合運送証券に関する一考察（吉田） (297)37 
新信用状統一規則では， 受取式の運送書類 (Received Transport Doc-
ument)も銀行により受理されるようになったが，この原則規定は実務上い
かなる問題を生じさせたのであろうか。
既述したように複合運送では，確かにドア・ツウ・ドアが最も効率のよい
運送形態であり，その点では受取式の運送書類の受理を認めた新規則は，妥
当なものであったと考えられる。 しかし， この規定はわが国では代金決済
上，法的に多少の矛盾点がないとはいえない。
a. 輸出の場合
現行の外為法では， 「特殊決済方法に関する省令」により規定された決済
方法以外の決済が，通常決済方法となるネガティプ方式の取り決めが行われ
ている。
(52) 
これによると特定の物品を特定国向けに輸出する場合，物品の輸出申告日
(53) 
前に取消不能信用状 (IrrevocableL/C)またはこれに類する書類を接受し.... 
当該信用状等により物品の船積日後1カ年以内に支払いを受領する方法が，．． 
通常決済方法であり，また上述の輸出以外の場合，物品の船積日後2カ年以
内に支払いを受領する方法が，通常決済方法であると考えられる。つまり，
原則として貨物が現実に船積みされた日付後，どれくらいの期間経過したの
かにより，通常決済方法と特殊決済方法とに分けられるのである。したがっ
て通常決済を行おうとする場合，輸出者は ‘‘OnBoard Notation"の付記さ
れている複合運送証券を入手しなければならないことになる。 ただわが国
は，内陸部が深くないため，内陸地点で貨物を発送し，実際の船積み後複合
運送人が “OnBoard Notation"を取り付けることは，さほど難しいことで
はなく，複合運送のメリットを害するようなことにはならないであろう。
このように複合一貫運送過程中に海上運送が含まれている場合には，複合
運送証券といえども，一応上述のように “OnBoard Notation"を取り付け
る方が無難であると考えられる。しかし，その過程中に海上運送が含まれて
いない場合には，当然船積みという行為は行われず， “OnBoard Notation" 
の付記はできないので，それに代えて仕出地で複合運送人により貨物が受領
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されたときをもって，船積みと同様に解釈されることになるのではないかと
考える。
b. 輸入の場合
輸入者は通常， 決済時に輸入ユーザンスを利用する。 しかし旧外為法で
• • • (54) 
は，船積み原則が採用されていたため，複合運送の場合でも “OnBoard 
Notation"の付記が必要とされていた。特にわが国への輸入のためシベリア
ランド・プリッジによる複合運送を行うときなど，最初に発送地から船舶を
利用して複合運送を開始する場合は別として， ソ連のナホトカでの船積み時
に ‘‘OnBoard Notation"を行わざるを得なくなる。このようなことは複合
運送人にとって非常に酷な義務となるであろうし，実際上便宜的に鉄道貨車
あるいはトラックヘの積込みをもって “OnBoard Notation"に代えている
場合が多いと考えられる。すなわち複合運送では， その性質上複合運送人
が，貨物を受領した時点において運送の履行を引受けているのであるから，
この時点をもって “OnBoard Notation"として例外的な解釈が行われるこ
(55) 
とが望まれる。
このような問題に対して現外為法上の考え方は定かではないが，仮りに旧
外為法と同様の考え方が踏襲されているとすれば，既述したように複合運送
においては， ‘‘On Board Notation"について臨機応変な解釈が取られるこ
とが必要となるであろう。
(28) 代金決済方法には， 荷為替手形による決済以外に； ①前受け (Paymentin 
Advance)，③延ぺ払い（DeferredPayment; On Credit; Open Account), 
⑧分割払い〔緑延べ払いJ(Payment in Instalments; Progressive Payment), 
④荷落為替手形 (DocumentaryClean Bil of Exchange)， ⑤船積払い (Cash
on Shipment)などがある。しかし通常，①，⑧および⑥の決済は特殊な取引に
利用され， その利用範囲は自ら限定されてくる（来住哲二「基本貿易実務」＜三
訂版〉（以下，貿易書と呼ぶ）同文舘， 1985年， 50~53ペー ジを参照のこと）。
(29) Clive M. Schmitthoff, The Export Trade -the law and位acticeof 
切ternational.trade—.Stevens & Sons, 6th ed., 1切5,p.213. 
(30) 来住，貿易書， 51ペー ジ。
(31) C. M. Schmitthoff, op. cit., p. 214. 
複合運送証券に関する一考察（吉田）
(32) 来住，貿易書， 52ペー ジ。
(299)39 
(33) William S. Shaterian, E砂ort-ImportBa叫切g -the documents a叫
financial opけationsof foreign trade-, The Ronald Press Co., 2nd ed., 
1956, p. 362. 
(34) 来住哲二「貿易業務論く上〉」青山書店， 1971年， 115ペー ジ。
(35) 荷為替信用状に関して種々の書物で雑多の定義や説明が行われているが，それ
らは次の文献で詳しく述べられている。
C. M. Schmitthoff, The Export Trade, 7th ed., 1979. 
H. C. Gutteridge and M. Megrah, The Law of Bankers'Commercial 
Credits, 6th ed., 1979. 
A.G. Davis, The Law relat切gto Commercial Letter of Credit, 3rd ed., 
1963. 
W.F. Spalding, Ba"知 'sCredit, 1930. 
W.S. Shaterian, E砂町t-ImjjortBa社切g,2nd ed., 1956. 
J.P. Bouquin et H. Colin du Terrail, L'entr~炒ise face a L'im如 tation,
1980. 
J. Stoufflet, Le Crldit Docum⑰ taire, 1957. 
伊沢孝平「商業信用状論」有斐閣， 1965年。東京銀行貿易課「貿易と信用状」
実業之日本社， 1981年。
小峯登「信用状の知識」（日経文庫224)日本経済新聞社， 1981年。
その他貿易実務および外国為替関係の内外文献には．内容量の差はあるものの
ほとんど記載されている。
(36) H. C. Gutteridge and M. Megrah, op. cit., pp.1~2. 
(37) cf. W. S. Shaterian,_ op. cit., pp. 378~383. 
(38) 本文のはしがきを参照のこと。
(39) 本文の1を参照のこと。
（40) 1974年信用状統一規則第23条
(41) 小峯登， 舟木凌「197~倍用状統一規則（下巻）一逐条解説とその問題点ー」
勁外国為替貿易研究会， 1979年， 243ペー ジ。
(42) 同上。
(43) 新信用状統一規則第29条(b), （C)項
(44) 同第25条(b)項(i)号およぴ同第26条(b)項(i)号
(45) 倍用状で海上船荷証券を定めているということは，受戻証券性を有する書類を
要求しているということを黙示していると考えられるが， “CombinedTransport 
Document"と頭書のある書類は， 実際上受戻証券性もしくは有価証券性を有す
るものと，そうでないものとの二通りに分類されると考えられる。しかしながら
本規則では，銀行は第26条(a)項の条件にさえ合致する書類であれば，その書類が
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Non-negotiableであろうと， Negotiableであろうと拒絶の理由とはならず，
受理せざるを得ないと規定されている。したがって，本規定は銀行業者にとって
余り好ましいものとはいえないであろう。それゆえ，銀行業者は，信用状発行時
に第26条(b)項の「信用状に異なる明示がない限り」という規定に基づき， 実際
上，信用状に Non-negotiableの書類は受理しないというような条件を挿入し，
Non-negotiableの恐れのある “CombinedTransport Document"とタイトル
が付された書類を受理しなければならない危険から逃れるようにするであろう。
(46) 新信用状統一規則第25条(b)項(i)号および同第26条(b)項(i)号
(47) 同第28条(b)項
(48) 複合運送証券の受理条件（筆者の整理による）
1974年信用状統一規則
！ 
第19条
b. L/Cに異なる明示がない限
り，以下の B/Lは受理される。
(i) 通し B/L （数種の運送
手段にわたってもよい）
(ii) Short form B/1 
(ii) パレット・コンテナ積の
ユニット貨物を示す B/1
第20条
a. On board or Shipped B/1 
b. On board notation B/L 
第21条
a. L/Cで積換えを禁止してい，
ない限り，全航海が一つのB/1
で表わされている場合，積換え
があっても受理される。
b. L/Cで積換えを禁止してい
ても，運送人が積換える権利を
有する旨を示す印刷条項のある
B/1は受理される。
?
荷 証
?
??，??????????????
l複合運送書類
第23条
a. L/Cが複合運送書類（二つ
以上の異種運送手段による運送
を定める書類）または複合運送
を定めている場合，呈示された
書類を受理する。
b. 複合運送が海上運送を含む場
合，以下の書類は受理される。
(i) 物品の積込みを示してい
ないもの (Receiveでよい）。
(ii) 物品がコンテナ詰めの場
合，書類に甲板積みの旨を明
示していない限り，甲板積み
の可能性のある書類は受理さ
れる。
拒 第22条
絶 b. B/Lに物品が甲板積みされ
乳 ている旨の明示がない場合，物
な 品が甲板積みで運送される可能
1,ヽ
性のある B/Lを拒絶しない。
複合運送証券に関する一考察（吉田） (301)41 
????????????????第19条
a. L/Cで認められていない限
り，以下の B/Lは拒絶される。
(i) フォワーダー発行のB/L
(ii) チャークーパーティーに
もとづいて発行されたB/L
(ii) 帆船積のB/L , 
第22条 1
a.・ L/Cで認められていない限
り，物品が甲板積みで運送され
る旨を明示している B/Lは拒
絶される。
第23条
a. L/Cで複合運送書類または
複合運送が定められていない場
合，この書類は拒絶される。
1983年信用状統一規則
運送書類（一般規定） 海上船荷証券
????
????
??
に
?
る Iり
?
• Iれ
第25条 L/Cで marineB/L等を
定めていない場合
a. 以下の運送書類を受理する。
(i) 記載運送人またはその代
理人により発行されたと文
面上考えられ．かつ
(ii) 物品の発送もしくは受取
または積込の明示があり，
かつ
(ii) 荷送人に対して発行され
た原本全通からなり，かつ
(iv) L/Cの他の全ての条件を
充足しているもの。
第26条 L/Cで marineB/Lを定
めている場合
a. 以下の書類を受理する。
(i) 
(ii) 物品が記載船舶に積込ま
れたか，または船積みされ
たことを示している，
(ii) 
(iv) 〔(i)を除いて第25条a
•項に同じ。J
第27条
a. L/Cが積込済みの運送書類を要求しない限り，または L/C条件も
しくは第26条と矛盾しない限り，物品が受取られた旨もしくぱ船積の
ために受取られた旨を示す頑段g書類は．受理される。
第29条
b. L/Cで積換えを禁止していない限り， 積換えを明示している運送
書類を受理する。
c. 但し， L/Cで積換えを禁止していても，以下の運送書類は受理する。
(i). 運送人が積換える権利を有する旨を示す印刷条項を含んでいる
42(302) 
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場合
(ii) 全運送が同一運送書類によって表わされていることを条件に，
L/Cが複合運送書類を定めている場合，積換えの可能性がある場
合
(ii) 同一運送書類のもとで， 物品がコンテナ・トレーラー •LASH
バージまたはこれらと同種のものに積まれ，かつ最終仕向地まで
運送される旨を明記している場合
(iv) 受取地または最終仕向地を， 積込港および仕向地にある C.F.
s.もしくは C.Y. と明記している場合。
第25条 1第26条
b. a項にしたがい，かつ L/C
に異なる明示がない限り，以下
の運送書類を拒絶しない。
(i) "Combined transport 
bil of lading", "Combined 
transport document", "Co-
mbined transport bil of 
lading or port-to-port bil 
of lading" のようなタイト
ル，またはこれらと同趣旨あ
るいはこれらの組合せのある
もの
(ii) 運送条件の一部または全
部を当該運送書類自体と別の
根拠または書類を参照するこ
とによって示した，いわゆる
Short form または Blank
backの運送書類
(ii) 積込港と異なる受取地，
または陸揚港と異なる最終仕
向地を示しているもの
(iv) コンテナ詰めまたはパレ｀
ット積み，あるいはこれらと
同様の積みかたによる貨物を
示しているもの
(v) 船舶もしくはその他の運
送手段，または積込港もしく
は陸揚港に関して ‘intended'
b. a項にしたがい，かつ L/C
に異なる明示がない限り，以下
の書類を拒絶しない。
(i) 
(ii) 〔第25条b項に
(ii) 同じ (vを除く）。〕
(iv) 
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の表示またはこれと頻似の表
示を含んでいる I 
第28条
b. 運送書類に物品が甲板積みされている旨，または甲板積みされる旨
の明記がない場合，物品が甲板積みされる可能性のある場合でも拒絶
しない。
拒絶される運送書類•海上船荷証券
第25条
c. L/Cで他に異なる明示がな
い限り，以下の運送書類を拒絶
する。
(i) チャークーパーティーに
したがっていることを示して
いる。
(ii) 帆船が利用されているこ
とを示しているもの。
d. L/Cで他に異なる明示がな
い限り，通常，フレイト・フォ
ワーダー発行の運送書類を拒絶
する。
第28条
a. 海上運送の場合，または海上運送を含む二つ以上の運送方法による
運送の場合， L/Cで認められない限り，物品が甲板に積込まれてい
る旨，または積込まれる旨を明記している運送書類を拒絶する。
第26条
c. L/Cで他に異なる明示がな
い限り，以下の運送書類を拒絶
する。
(i) （第25条c項(i)(i)に
(ii) 同じ。〕
(ii) 船舶または積込港あるい
は陸揚港に関して ‘intended'
の表示またはこれと類似の表
示を含んでいるもの。
(iv) 通常， フレイト・フォワ
ーダー発行のもの。
(49) 複合運送人の定義は一応， CTD統一規則第2条(b)項で行われているが，わが
国では複合運送人の資格に関する法律はなく，今後それに対する法的規定が必要
となろう。
(50) 小峯，舟木，前掲書， 210~212ペー ジ。
(51) 小原三佑嘉「TransportDocumen岱とは何か(1)」「国際金融」 No.703,1983年
4月， 47~49ページを参照のこと。
(52) 繊維，繊維製品および雑貨類を次の国または地域へ輸出する場合を意味する。
大韓民国，北朝鮮，中華人民共和国，台湾，香港，ペトナム，タイ，シンガボ
ール，マレーシア，フィリピン，インドネシア，ィンド，パキスクン，スリラン
ヵ，バングラデシュ，アメリカ， リビア，ナイジェリア，ニジェール，ケニア，
クンザニア，南アフリカ共和国.... 
(53) これに類する書類とは， Authorityto Pay（手形支払授権書）， Authority to 
“,(304) 第 30 巻第 3 号
Purchase（手形買取授権書）， PaymentOrder（手形支払指図書）をいうものと.... 
する。ただし次の書類は，これに類する書類とされない。
①当該書類が発行銀行による支払保証，金額，有効期限，船積期限など徊用状
に記載される必要条件を備えていないもの，⑨当該書類に取消不能である旨の明
確な記述がないもの（中央出版企画編「最新外国為替・貿易質疑応答集（下巻）」
外国為替研究協会， 1983年， 9ペー ジ）。
(54) 小峯舟木，前掲書，糾9ペー ジ。
(55) 同上， 250ペー ジ。
結び
以上，貿易取引における複合一貫運送のとらえ方について，荷為替決済と
複合運送証券を中心に述べてきた。なお本論では，複合運送証券自休の内容
については触れておらず，また別の機会に考察を行いたい。
ところで私は，貿易取引における複合運送の占める割合は，今後増々高ま
ってくるものと考えている。なぜならば，複合一貫運送形態は，迅速性，経
済性，安全性などにおいて，従来の運送形態に優っており，運送コストの削
減に寄与すると考えられるからである。
いま運送コストに関する例を挙げると，硯在，アメリカで使用されている
背高コンテナがわが国に持ち込めないという問題は， 日米貿易摩擦解消の具
体策として，運輸・建設・警察三省庁での審議の結果，背高コンテナの通行
ルートおよぴ時間帯に制限を加えて，このほど認可された。これにより，今
までわが国に背高コンテナが持ち込まれる際，その中身を従来のコンテナに
詰め替える作業が行われねばならなかったのが，そういう作業が不必要にな
り，作業費および作業時間の短縮が図られることになった。その結果，一度
に約12％増の運送が可能になることから，連送コストの引き下げにつながる
ことは明らかであり，荷主からの注文も増えるであろう。
また，神戸の六甲アイランドに建設中のコンテナ・バースは，大型船の接
岸を考慮に入れており，実際にシーランド社などは，船体の大型化による連
送効率の上昇を狙っているようである。
複合運送証券に関する一考察（吉田） (305)伍
これらの二つの事例からもわかるように，運送コスト面での引き下げは，
複合運送の他のメリットとともに荷主の魅力のあるものとなるであろうか
ら，増々この運送形態は盛んになるであろう。したがって，今後増々，複合
運送証券の取り扱い方と決済の関係，その証券自体の内容の吟味およびその
証券の発行人（いわゆる複合運送人）の資格などについての考察が必要とな
るであろう。
しかしながら，以上のように複合一貫運送の実際面での発展が目覚ましい
のに比べて，複合運送を引き受け，複合運送証券を発行する者に対する法的
規制が遅れており，また外為法についても，既述したように複合一貫運送へ
の対応が遅れており，これらの諸規定の整備が望まれる。
